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７．幼児教育・保育の無償化について 

【幼児教育・保育の無償化の概要について】 

（３ページ参照） 

幼児教育・保育の無償化は、少子化対策と幼児教育の重要性の観点から実施してい

る。これについては、これまで段階的に推進してきた取組を「新しい経済政策パッケ

ージ」等に基づき、一気に加速し、令和元年５月に子ども・子育て支援法を改正し、

同年 10 月から、３歳から５歳までの子供及び０歳から２歳までの住民税非課税世帯の

子供についての幼稚園、保育所、認定こども園等の費用を無償化している。 

幼児教育・保育の無償化の実施にあたっては、国と地方で適切な役割分担をすること

が基本と考えており、国と地方へ配分される消費税の増収分を活用することにより、

必要な地方財源をしっかりと確保した上で、国と地方が連携して実施している。 

 幼児教育・保育の質の確保・向上をはじめとする様々な課題については、地方自治

体の意見を丁寧に伺いながら、ＰＤＣＡサイクルを行っていくことが重要であるた

め、国と地方による協議の場である「幼児教育・保育の無償化に関する協議の場」を

設置し、継続して議論を実施している。また、都道府県と市町村に関わる実務ワーキ

ンググループに 12 自治体、市町村実務検討チームに 12 自治体参加いただいており、

引き続き協力いただきながら進めていきたい。

【幼児教育・保育の無償化に係る国と地方の所要額について】 

（４ページ参照） 

  令和３年度予算案においては、幼児教育・保育の無償化に要する費用として、令和２

年度と同額の公費 8,858 億円を計上している。そのうち、国費としては、3,410 億円を

計上しており、内訳としては、新制度の幼稚園、保育所、認定こども園等の認可施設に

在籍する子どものための給付（子どものための教育・保育給付）として 2,527 億円、新

制度未移行幼稚園や認可外保育施設等に在籍する子どものための給付（子育てのための

施設等利用給付）等として 882 億円となる。 

【幼児教育・保育の無償化に係る事務費について】 

（５ページ参照） 

幼児教育・保育の無償化に係る事務費について、制度導入時の初年度及び２年目の

導入時においては、各自治体において住民や事業者に対する周知・広報や、施設が給

付対象であることの確認など、多くの事務が発生することが見込まれることから、そ

の必要な事務費について、地域の実情に応じた柔軟な執行を可能とするため、全額国

費による負担とし、令和元年度は 120 億円、令和２年度は、各都道府県に設置されて

いる「安心こども基金」に 360 億円を積み増すことにより措置している。 

この安心こども基金のうち、認可外保育施設の無償化に係る事務費分として、令和３

年度から５年度までの分 120 億円として措置している。 

加えて、今般、令和３年度以降の幼児教育・保育の無償化に係る事務費（認可外保育

施設等を除く）については、地方交付税による措置を講じることとした。令和３年１月

22 日付け総務省自治財政局財務課事務連絡「令和３年度の地方財政の見通し・予算編

成上の留意事項等」にあるとおり、地方財政計画に所要額を計上ということで、基準財

政需要額に幼児教育・保育の無償化の事務費分を計上している。 
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 【令和２年の地方からの提案等に関する対応方針について】 

（６ページ参照） 

令和２年 12 月 18 日閣議決定の「令和２年の地方からの提案等に関する対応方針」に

より、地方自治体より、幼児教育・保育の無償化に係る施設等利用給付の月割りを可能

とする取扱いの提案を受け、新制度未移行幼稚園の利用者が月の途中で転園せずに市町

村をまたがる転居をした場合、関係市町村間の調整により、月割りによる給付が可能で

あることを「幼児教育・保育の無償化に関する自治体向け FAQ【2020 年 10 月 30 日

版】」に掲載し、昨年 10 月に発出しているので、実務の参考としていただきたい。 

 

 【転出入時における事務手続の円滑化に向けた住民基本台帳担当部局との連携の強化に

ついて】 

（７・８ページ参照） 

上記幼児教育・保育の無償化に係る施設等利用給付の月割りの件と併せて、転出入の

際の認定の空白を生じさせないための市町村事務の留意事項をまとめた事務連絡「転出

入時における事務手続の円滑化に向けた住民基本台帳担当部局の連携の強化について」

も昨年 10 月に発出しているので、こちらも事務手続にあたって留意いただくようお願

いしたい。 

具体的には、①転出元市町村においては、転出届を提出する住民のうち、無償化の対

象となる小学校就学前子どもの保護者に対しては、転入後、速やかに転入先市町村にお

いて教育・保育給付認定及び施設等利用給付認定手続等が必要であることを周知するこ

と、②転入先市町村においては、転入者に対して、住民基本台帳担当部局が転入時に必

要な手続のお知らせ等を配布している場合、当該資料（書類）の中に教育・保育給付認

定及び施設等利用給付認定手続等に関する内容を追加してもらうことにより周知するこ

となどの取組をお願いしたい。 

 

 【その他】 

 

幼児教育・保育の無償化特設サイト「幼児教育・保育の無償化はじまります」を今年

度の３月をもって閉鎖するので、新しい無償化サイトのＵＲＬを、別途、メール等でお

知らせする予定である。 

現在、特設サイトにアクセスすると、新しいサイトに自動的に移動するが、３月末を

もって特設サイトが閉鎖するため、移動しないことになる。 

つきましては、現在、各自治体のＨＰにおいて、無償化特設サイトをリンク設定して

いる場合は、本年度中にリンク変更をする等の対応をお願いしたい。 

  

  （閉鎖するＵＲＬ） 

https://www.youhomushouka.go.jp/ 

 

  （新しい無償化サイトのＵＲＬ） 

https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/musyouka/about/index.html 

 

 



幼児教育・保育の無償化（概要）

〇 ３～５歳の保育所等の利用料を無償化等を実施（下記参照）。対象人数は約300万人。

〇 財源は、国と地方で適切な役割分担をすることが基本であり、消費税増収分を活用し必要な地方財源を確
保。（令和３年度予算案は事業費8,858億円（公費））

〇 幼児教育・保育の無償化に関する様々な課題について、PDCAサイクルを行うため、国と地方自治体による協
議（知事会・市長会・町村会から推薦された首長等がメンバー）を継続して実施。

＜無償化前＞ ＜無償化後＞

施設等の種類 認定区分 歳児クラス
保 育 料
（月額）

認定区分
保 育 料
（月額）

預かり保育等利用料
（月額）

子ども
子育て
支 援
新制度
対象園

教
育
・
保
育
給
付

１
号

３歳～５歳
(新制度幼稚園、認定こども園)

所得に応じて徴収
（最大25,700円）

教
育
・
保
育
給
付

１
号

所得にかかわらず
０円（不徴収） ＋

所得にかかわらず
１１，３００円を上限に給付
※共働き家庭等の場合のみ

２
号

共働き家庭等の
３歳～５歳

(保育所等、認定こども園)

所得に応じて徴収
（平均37,000円）

２
号

所得にかかわらず
０円（不徴収）

３
号

共働き家庭等の
０歳～２歳

(保育所等、認定こども園)

所得に応じて徴収
（平均42,000円）

３
号

市町村民税非課税世帯は
０円（不徴収）

私学助成園
３歳～５歳

(新制度未移行幼稚園)
所得に応じて還付
（最大25,700円）

施
設
等
利
用
給
付

１
号

所得にかかわらず
２５，７００円を上限に給付
※保育料が上限額を上回る場合の
差額は引き続き保護者の負担

＋
所得にかかわらず
１１，３００円を上限に給付
※共働き家庭等の場合のみ

認可外保育
施設等

共働き家庭等の
３歳～５歳

(保育所等、認定こども園)
所得に応じて徴収

２
号

所得にかかわらず
３７，０００円を上限に給付
※保育料が上限額を上回る場合の
差額は引き続き保護者の負担

共働き家庭等の
０歳～２歳

(保育所等、認定こども園)
所得に応じて徴収

３
号

市町村民税非課税世帯は
４２，０００円を上限に給付
※保育料が上限額を上回る場合の
差額は引き続き保護者の負担

預かり保育を実施していない場合
や十分な実施水準ではない場合、
預かり保育の残額の範囲で認可
外保育施設等の利用が可能

（新
設
）

幼児教育・保育の負担軽減を図る少子化対策・生涯にわたる人格形成や義務教育の基礎を培う幼児教育の重
要性を目的として、「新しい経済政策パッケージ」等を踏まえ、令和元年10月より実施。
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幼児教育・保育の無償化に係る国と地方の所要額について
（令和３年度予算案）

＜備考＞
・四捨五入により、端数において合計とは一致しない。
・所要額は、「新しい経済政策パッケージ」に基づく、幼児教育・無償化の予算案である。

区分
国・地方合計（億円）

国 都道府県 市町村

施設型給付
（地域型保育給付含む）

＜新制度＞保育所・幼稚園
等

私立 5,054 2,527 1,264 1,264

公立 2,038 - - 2,038

子育てのための
施設等利用給付

新制度の対象とならない幼稚園等 1,165 583 291 291

認可外保育施設等 292 145 73 73

預かり保育 309 154 77 77

合計 8,858 3,410 1,705 3,743
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幼児教育・保育の無償化に係る事務費について

令和３年度以降の事務費に対する財政措置

令和元年度及び令和２年度の事務費に対する財政措置

幼児教育無償化の制度の具体化に向けた方針（平成30年12月28日関係閣僚合意）（抜粋）
３（２）財政措置等
（事務費・システム改修費）
○ 幼児教育無償化の実施に当たって、初年度（2019年度）及び２年目（2020年度）の導入時に必要な事務費について、それぞれ全額国費による負
担として措置する。さらに、新たに対象となる認可外保育施設等の無償化に係る事務費については、経過措置期間（～2023年度）に係る費用相当
額を全額国費で負担するべく措置を講ずる。

（参考１）令和３年度の地方財政の見通し・予算編成上の留意事項等（令和３年１月22日総務省自治財政局財政課事務連絡）（抜粋）
第３ 予算編成上の留意事項
21
また、令和元年度及び令和２年度において全額国費により措置されていた幼児教育・保育の無償化の事務費並びに都道府県が行う
授業料等減免の対象となる私立専門学校の確認及び減免費用の交付に係る高等教育の無償化の事務費については、令和３年度以降は、
地方財政計画に所要額を計上するとともに、新たに地方交付税措置を講ずることとしている。

令和３年度以降における幼児教育・保育の無償化に係る事務費（認可外保育施設等の無償化に係るものを除く。）については、
地方交付税により措置を講じることとしている。

基準財政需要額 基準財政収入額

幼児教育・保育の無償化の事務費分を計上 地方交付税措置

各自治体ごとの標準的な水準における行政を
行うために必要となる一般財源
【基準財政需要額】
単位費用 × 測定単位 × 補正係数

地方自治体の標準的な税収入の一定割合により
算定された額
【基準財政収入額】
標準的な地方税収入見込額 × 75％

⇒ 初年度については、子ども・子育て支援事業費補助金（120億円）により措置を講じ、２年目については、安心こども基金を積
増す(360億円（認可外保育施設等の令和３年度から令和５年度までにおける事務費（120億円）を含む。）ことにより措置を講
じることとした。

（参考２）地方交付税措置のイメージ

5



５ 義務付け・枠付けの見直し等
【内閣府】
（９）子ども・子育て支援法（平24法65）
（ⅳ）子育てのための施設等利用給付（30条の２）について、施設等利用給付認定保護者（30条の５第３
項）が、その小学校 就学前子ども（30条の４第１項）の利用する特定子ども・子育て支援施設（７条
10項１号から３号の施設に限る。）を変更せずに月の途中で他の市町村（特別区を含む。以下この事項
において同じ｡）に転居した場合に、関係市町村間の調整により、月割りによる給付が可能であること等
を地方公共団体に通知する。
（関係府省：文部科学省及び厚生労働省）

［措置済み（令和２年10月26日付け内閣府子ども・子育て本部参事官（子ども・子育て支援担当）付、内閣
府子ども・子育て本部参事官（認定こども園担当）付、文部科学省初等中等教育局幼児教育課、厚生労働省
子ども家庭局総務課少子化総合対策室、厚生労働省子ども家庭局保育課事務連絡、幼児教育・保育の無償化
に関する自治体向けFAQ【2020年10月30日版】）］

幼児教育・保育の無償化に関する自治体向けＦＡＱ【2020年10月30日版】（抄）

令和２年の地方からの提案等に関する対応方針（令和２年12月18日閣議決定）（抄）
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事 務 連 絡 

令和２年１０月２６日 

各都道府県・指定都市・中核市 

子ども・子育て支援新制度担当課 御中 

 

内 閣 府 子 ど も ・ 子 育 て 本 部  

参事官（子ども・子育て支援担当）付 

内 閣 府 子 ど も ・ 子 育 て 本 部  

参 事 官 （ 認 定 こ ど も 園 担 当 ） 付 

文部科学省初等中等教育局幼児教育課 

厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室 

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 保 育 課 

 

転出入時における事務手続の円滑化に向けた 

  住民基本台帳担当部局との連携の強化について 

 

平素より、子ども・子育て支援施策の推進に御尽力いただき厚く御礼申し上げ

ます。 

昨年 10 月に施行された幼児教育・保育の無償化において、「子どものための

教育・保育給付」または「子育てのための施設等利用給付」の受給に当たっては、

無償化の対象となる小学校就学前子どもの保護者が、その居住する市町村に申

請を行い、認定を受けることが必要ですが、一部で市町村事務に支障が生じてい

る事例も承知しています。 

その一つとして、施設等利用給付認定保護者が転出し、他の市町村へ転入した

際、転入した日から数日後に施設等利用給付認定を行った場合、転出元市町村の

施設等利用給付認定を取り消した日によっては、転入先市町村での認定起算日

までの間、施設等利用給付認定期間の空白が生じてしまうという事例がありま

す。これは、施設等利用給付認定の効力が、同認定を転入先市町村に申請した日

以降にのみ発生することによるものです。 

つきましては、転出入時に無償化の対象となる小学校就学前子どもの保護者

が円滑に教育・保育給付認定及び施設等利用給付認定の手続を行うことができ

るよう、既にお取り組みいただいている市町村もあろうかと存じますが、同保護
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者の転出入時には、幼児教育・保育の無償化に関する手続を含め、幼稚園・保育

所・認定こども園等に関する手続が必要になることから、住民基本台帳担当部局

との連携を強化の上、例えば、以下のような取組を通じて、手続にご配慮いただ

くようお願いいたします。 

① 転出元市町村においては、転出届を提出する住民のうち、無償化の対象

となる小学校就学前子どもの保護者に対しては、転入後、速やかに転入先

市町村において教育・保育給付認定及び施設等利用給付認定手続等が必要

であることを周知すること。 

② 転入先市町村においては、転入者に対して、住民基本台帳担当部局が転

入時に必要な手続のお知らせ等を配布している場合、当該資料（書類）の

中に教育・保育給付認定及び施設等利用給付認定手続等に関する内容を追

加してもらうことなどにより周知すること。 

また、各都道府県におかれましては、大変お手数ですが、管内市町村（指定都

市及び中核市を除き、特別区を含む。）に対して、上述のことについて周知を図

るとともに、内容を御了知くださいますようお願い申しあげます。 

なお、本事務連絡については、総務省自治行政局住民制度課と協議済である

ことを申し添えます。 

担当 内閣府子ども・子育て本部参事官（子ども・子育て支援担当）付 
TEL：03-5253-2111(代表) 内線 38374・38368 
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